
 

処方箋の電子化によるメリット 

 

※「処方箋の電子化に向けて」（平成24年4月）より抜粋 

 

■処方箋の電子化による当事者別のメリット 

処方箋の電子化は我が国の医療のあるべき姿を元に検討すべきではあるが、実

施に当たっては、直接の当事者である患者や公衆衛生にメリットをもたらす視

点での検討は必須である。そのため、ここでは紙媒体の処方箋を処方情報の電

子化も含め電子化した場合のメリットを整理し示した。 

 

■主に医療機関等におけるメリット 

主に医療機関や薬局におけるメリットとしては、下記のもの等が考えられる。 

①医療機関で入力された電子的な処方情報を基に、薬局で疑義照会や後発医薬

品への変更等を含む調剤業務が行われ、その結果が調剤情報（調剤した結果

の情報）となる。その調剤情報を医療機関に戻し、次の処方情報の作成の参

考にするという情報の有効利用が可能となる。 

②医療機関間、医療機関－薬局間での情報の共有・共用化が進む。 

③それらによって、医薬品の相互作用やアレルギー情報の管理に資することが

可能となり、ひいては国民の医薬品使用の安全性の確保等公衆衛生の向上の

一助となる。 

④処方箋の電子化により、紙媒体の処方箋で散見される処方箋の偽造や再利用

を防止できる。 

⑤医療機関における処方箋を交付する行為そのものは、現行の紙媒体の処方箋

と大きな差異は無い上、電子化により処方箋の印刷に係るコストが削減され

る。 

⑥薬局から医療機関への「疑義照会の結果等のフィードバック」や「先発医薬

品から後発医薬品に調剤を変更した際に実施されている医療機関へのフィー

ドバック」が容易となる。平成24年度の診療報酬改定により一般名を利用し

た処方の推進方策がなされたことから、今後、処方医に調剤した医薬品に関

する情報を伝達する重要性が増大するものと考えられる。 

⑦医療機関では、薬局から出される「処方箋への疑義照会の内容」、「後発医

薬品への変更情報」等が電子化されていれば、医療機関の医療情報システム

への反映が容易になる。 

⑧薬局での処方情報の再入力等に係る労務軽減、及び誤入力の防止が可能とな

る。 
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⑨運用形態にもよるが、薬局では現在ファクシミリを用いて行われている処方

箋の電送を電子的に受取ることや、処方箋原本を電子的に受取ることが可能

となる。 

⑩薬局では調剤済みとなった紙媒体の処方箋の保管スペース等を削減できる。 

 

■主に患者等におけるメリット 

主に患者やその家族等におけるメリットには、下記のものがある。 

①遠隔診療を受けた際、医療機関から処方箋原本を電子的に受取ることが可能

となる。 

②運用形態にもよるが、現在ファクシミリを用いて行なっている薬局への処方

箋の電送を電子的に行うことや、処方箋原本を電子的に提出することが可能

となる。 

③提供された処方情報を患者等が自ら保存・蓄積することで、処方された医薬

品の履歴を自己管理できる（処方情報だけの保存・蓄積では、患者等が薬局

から受取った薬剤の履歴〔薬剤受取履歴〕にはならない。患者等が薬剤受取

履歴を利用するためには、薬局が調剤情報を基に〔患者等に渡した〕薬剤の

情報を作成し、それを患者等が保存・蓄積する必要がある）。 

④患者等が自ら保存・蓄積した処方情報を、他の医療機関等に自らの意思で提

示することが、現行の紙媒体よりも容易になる。したがって、生活習慣病な

どのように比較的長期に加療が必要な疾病で、生活環境の変化などにより医

療機関や薬局を変更した場合でも、診療の継続性確保が容易になる。 

⑤患者自身が公共性のある機関（自治体等）に情報を預ける等を行うことによ

り、利用の要件は別として、救急医療や災害時においても、医療関係者等が

患者等の常用している薬剤を知ることが可能となる。 

※④⑤は、結果として医療関係者のメリットにもなるが、一義的には患者のメリットであるため、 

この部分に記載した。 


